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２）日本の株式・債券市場

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
※現地通貨ベース ＊ ▲はマイナスを表します。

１）先週の市場動向

≪株式≫
日本株式市場（日経平均株価）は、前週末比で横ばいとなりました。
主要企業の2022年10～12月期決算発表が一巡し、国内で目立った材料がな
いなか、米連邦準備制度理事会（FRB）の利上げが長期化するとの観測から
米国株式市場が大幅下落した流れを受け下落しました。週末は、次期日銀総
裁候補の植田和男氏が、衆議院議院運営委員会において、現在の金融緩和策
について適切との認識を示したことから、日銀が当面、金融緩和路線を続け
るとの見方が広がり上昇したものの、週間では前週末比で横ばいとなりまし
た。
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≪ 株式 ≫
米国株式市場（NYダウ）は、前週末比で下落しました。
米小売大手の決算や業績見通しが市場予想を下回り、米景気や企業業績への
先行き不透明感が広がったことなどから、週初は大幅下落しました。その後
は、大幅下落の反動から自律反発狙いの買いが入り上昇したものの、1月の
個人消費支出（PCE）物価指数が市場予想を上回り、FRBの利上げが長期化
するとの懸念が強まり、週末は下落しました。

４）外国為替市場≪債券≫
日本債券市場（10年国債金利）は、前週末比で横ばいとなりましました。
次期日銀総裁の候補である植田和男氏の所信聴取を控え様子見ムードのなか、
日銀が大規模金融緩和策をいずれ修正するとの思惑から上昇しました。なお、
日銀は5年物の共通担保資金供給オペや連続指値オペの実施により、長期金
利の上昇を抑えており、週を通じて日銀が許容する長期金利の変動幅の上限
である+0.5％近辺での推移となりました。

5）今週の見通しについて
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３）米国の株式市場
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米ドル/円相場は、前週末比で円安米ドル高となりました。
2月の米購買担当者景気指数が8ヵ月ぶりに好不況の境目である50を上回るな
ど強い経済指標を受け、FRBによる利上げ継続が意識され、円売り米ドル買い
が進みました。1月のFOMC議事要旨は想定ほどタカ派的ではなかったものの、
1月のPCE物価指数が市場予想を上回ると、週末は円安米ドル高が進みました。

FRBによる利上げが長期化するとの見方が再び強まり、株式市場は金利の
動向や経済指標に一喜一憂する展開が続いています。
22日にFRBが公表した2月の米連邦公開市場委員会（FOMC）議事要旨で
は、ほぼ全ての参加者が、政策金利の引き上げ幅を0.25％に縮小すること
が適切であると同意していることが明らかとなりました。一方、物価の先行
きについては、上振れリスクがあるとの慎重な声が目立つなど、タカ派（金
融引き締め推進派）的な意見も根強いことから、FRBは引き続き、経済デー
タを確認しながら、慎重に利上げ幅を決定していくものと思われます。一方、
国内では、次期日銀総裁の候補である植田和男氏は、24日（金）の所信聴
取において、物価上昇率2％の物価目標の安定的な達成にはまだ時間を要す
るとし、現状の大規模金融緩和を支持する姿勢を示しました。
FRBによる利上げの長期化が意識されるなか、今週の株式市場は、ISM（米
供給管理協会）製造業・非製造業景況感指数などの経済指標を睨みながら、
一進一退の展開となりそうです。
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商 号 等：ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第369号
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